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る従業員育成計画を立て、その計画に
基づき、各従業員に対して小さな日常
業務を軸としたPDCA（plan→do→
check→action）を回し、従業員に寄り
添って気づきを与え続けることです。
その計画に基づいて各従業員の行動改
善に取り組むことができれば、経営計
画達成のための進捗スピードも速くな
ります。
従業員育成計画をどう立てるか、会

社の経営目標と従業員が改善したいこ
とをうまく合致させ、それを課題とし
てプラン化します。そのプランを実行
に移し、点検してプランを改善するこ
とを繰り返していきます。この従業員
育成計画を立てて実行する際、以下の
「目標管理制度」「評価制度」「賃金等
級制度」を関連付けると、より効果的

です。

■目標管理制度

従業員育成計画は経営計画と結びつ
け、そのつながりの「見える化」を図
るべきです。経営目標と各従業員の行
動目標は全く同じということはないで
すが、少なくとも双方の方向性が合致
していないと従業員が何のために取り
組んでいるのか不安になってしまいま
す。各従業員の行動と経営計画とどう
つながっているか、そのつながりを
「見える化」したものが目標の連鎖［図
表３］です。
図表３のKGI（Key Goal Indicator）
とは重要目標達成指標のことであり、
会社が達成すべき目標を定量的な指標
で 表 し た も の で す。KPI（Key 
Performance Indicator）とは重要業績
評価指標のことであり、組織目標の達

により一層の改善を促すためには、承
認行動は不可欠です。他方、できてい
ないことは気づきさえすれば、修正し
ていくものですから叱責は不要です。
まずは承認行動をしていきましょう。
次の賃金等級制度は、外的報酬のた
めの制度といえます。賃金等級制度を
構築または見直す以前に、まずは内的
報酬を生み出される評価制度を構築し、
承認行動によって費用対効果が高い制
度運用をすることが会社の発展には極
めて重要です。

■賃金等級制度

賃金等級制度は、従業員の不満を抑
えるための制度と言えます。存在しな
ければ従業員自身の先の見通しが不透
明で不満が出るものの、存在したとし
ても昇給昇格してしまえば慣れてしま
い、持続的なやりがいを見出すという
ことは難しい。とはいえ、なければ不
満が出るわけですから、制度として整

■前号のおさらい

売上向上を実現するためには、［図表
１］の売上向上プロセスを踏まなけれ
ばなりません。
ESの向上が、売上向上のためのスタ
ートラインです。では、どのようにし
てESを向上させるか、その基本は［図
表２］の個別的人事制度の構築とその
基本プロセスを踏むことです。

■教育制度

教育とは、管理職が行動の基礎とな

ます。
この指標は、会社の経営に関わるほ
どの重要性はないものの、会社で大き
な課題になりうる行動傾向について従
業員に改善意識を持ってもらうことが
できます。例えば、積極的な行動が見
られないという従業員が多い場合、「今
期は積極性要素に重きを置いて評価す
る」として積極性項目への評価に重き
を置くだけで、本人自らが積極的な行
動を意識し、自主的に改善していきま
す。
他に「能力考課」があります。これ
は伝統的な指標ではありますが、その
人の能力のみを評価することで行動に
移さなくても評価されてしまうという
欠陥があり、近年採用されない傾向に
あるので、留意ください。
これら指標を用いて人事考課を行う
際は、事前に評価のものさしを従業員
に説明する必要があります。この点、
自分の評価が高まることで、会社の何
が良くなるのか説明する必要があるの
で、目標管理制度と同時に用いなけれ
ば、効果は半減します。
管理職のよくある思い違いとしてよ
く挙げられるのは、評価＝報酬ではな
い点です。「評価が高い＝直ちに金銭的
報酬」ではないのです。
報酬には、外的報酬と内的報酬があ
ります。外的報酬とは、昇給、賞与、
昇進昇格などの、報酬制度を通じて与
えられるものです。一方で、内的報酬
とは、成長、やりがい、充実感、など
の、主に精神的な報酬のことです。
外的報酬には限界があります。外的
報酬を与えるのみでは、従業員満足度
向上の上限が見えてしまいます。
そこで、内的報酬を活用するべきで
す。あまり話せていない従業員がいれ
ば、定期的に面談をする機会を、強制
的に設けることが大事です。評価制度
を導入すれば、人事考課表を説明する
ことで面談の機会が自動的に出来上が
ります。その際に、小さなこと、当た
り前のことでも良いので、できている
ことをしっかりと見つけ、それを評価
して言語報酬を与えていくことが肝要
です。これを、承認行動と言います。
従業員のモチベーションを高め、さら
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成度合いを測る補助となるものです。
KPI達成に向けて各従業員が行動を
決め集中的に取り組むことで、KGIが
結果的に達成されます。一人の行動目
標の達成が、KPI達成に繋がり、KPIの
達成はKGIの達成へと繋がる。これが
目標の連鎖です。
この起点となる、「一人の行動」を大
事にしていくことが肝要です。各従業
員の行動を管理し、目標達成につなげ
ていきそれを「見える化」する。そう
することで経営計画の実効性を高める
制度、それが目標管理制度です。
「一人の行動」をより精度の高いもの
にしていくには、一人ひとりの行動目
標を達成するための従業員育成計画を
立て、その達成に向けた教育を重ねる
ことが必要です。その一人の行動の集
積が目標管理制度を介して、従業員行
動目標の達成、KPI達成、年度KGI達
成、ひいては経営計画達成へとつなが
っていくのです。

■評価制度

評価制度とは、従業員に対する評価
を目に見える形で、その従業員にフィ
ードバックすることで気付きを与える
ものです。従業員育成計画のPDCAでい
うところのCheckに当たります。
Checkを行う際、評価のものさしと
して、人事考課を用います。人事考課
指標は多種多様ありますが、レジャー
ホテルに向いているのは「業績考課」
「役割考課」「態度考課」です。
「業績考課」とは、経営計画達成に自
己の行動がどれだけ寄与したのか、自
己の行動目標達成度合いを評価する指
標です。この指標を用いる前提として、
目標管理制度を構築する必要がありま
す。
「役割考課」は、役職として会社の中
での自分の役割をどのくらい全うでき
たかという指標です。こちらも、役職
の定義やその役職における業務や作業
は何かを文書化し事前に従業員に明示、
教育しておく必要があります。
「態度考課」は、業績や役割などでは
評価できない部分を補完する柔軟性の
ある指標です。主に規律性、責任性、
協調性、積極性等の構成要素で評価し

備して時代に合わせて見直しを継続し
なければなりません。
賃金等級制度は、就業規則のうち賃
金規程に等級基準と賃金テーブルを明
示し周知することで、制度の透明性を
図ります。制度が存在しない間は賃金
規程を充足した雇用契約を都度書き換
えることになり、事務負担が大きく煩
雑です。先の人事考課を用いて、等級
基準と賃金テーブルへとあてはめをす
ることで、なかば自動的に昇給昇格要
件が判定できるので簡便になります。

※
以上の４つの個別的人事制度を整備
することにより、会社の独自性を生か
して人的資源の強みをより強化し、弱
みを打ち消すことが可能となります。
これからの時代、人的資源をいかに
うまく活用できるかにより経営の質が
問われることになります。人的資源管
理を徹底することでPDCA実行力を高
め、質の高い経営を実現しましょう。
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［図表１］売上向上プロセス
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［図表３］目標の連鎖（例）
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［図表２］個別的人事制度


